
第 192回国会 国土交通委員会 第 7号（抜粋） 

（平成 28年 12月 2日（金曜日）） 

 

○西銘委員長 引き続き、国土交通行政の基本施策に関する件について調査を進めます。 

 

 道路運送法及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案起草の件について議

事を進めます。 

 

 本件につきましては、各党間での協議の結果、お手元に配付してありますとおりの草

案が作成されました。 

 

 本起草案の趣旨及び内容につきまして、委員長から御説明申し上げます。 

 

 近年、バス、トラック等事業用自動車の運転者の運転中の疾病に起因する事故の発生

件数は増加傾向にあります。 

 

 また、貸し切りバス事業者については、旅行会社との不適切な契約等により、運行の

安全が確保されず、本年一月の軽井沢スキーバス事故のように多数の旅客に甚大な被害

が生じる事案の発生が危惧されております。 

 

 本起草案は、このような現状を踏まえ、バス、トラック等の自動車運送事業に係る輸

送の安全の確保に寄与しようとするもので、その主な内容は次のとおりであります。 

 

 第一に、旅客自動車運送事業者及び貨物自動車運送事業者は、運転者が疾病により安

全な運転ができないおそれがある状態でバス、トラック等の事業用自動車を運転するこ

とを防止するために必要な医学的知見に基づく措置を講じなければならないことを法

律に明記することとしております。 

 

 第二に、不適切な運送契約が締結されること等により貸し切りバスの運行の安全が確

保されず、多数の旅客に甚大な被害が生じるおそれがある現状に鑑み、政府は、貸し切

りバス事業者の増加の状況、法令遵守の状況、事故の発生状況等を勘案し、貸し切りバ

スの運行の安全の確保を実効的に行うための方策について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずることとしております。 

 

 以上が、本起草案の趣旨及び主な内容であります。 

 

資料１－５ 

（「衆議院」HP より） 



    ――――――――――――― 

 

 道路運送法及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案 

 

    〔本号末尾に掲載〕 

 

    ――――――――――――― 

 

○西銘委員長 これより採決いたします。 

 

 道路運送法及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案起草の件につきまし

ては、お手元に配付してあります草案を本委員会の成案とし、これを委員会提出の法律

案と決するに賛成の諸君の起立を求めます。 

 

    〔賛成者起立〕 

 

○西銘委員長 起立総員。よって、そのように決しました。 

 

 なお、ただいま決定いたしました本法律案の提出手続等につきましては、委員長に御

一任願いたいと存じますが、御異議ありませんか。 

 

    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 

○西銘委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 

 

    ――――――――――――― 

 

○西銘委員長 この際、西村明宏君外四名から、自由民主党・無所属の会、民進党・無

所属クラブ、公明党、日本共産党及び日本維新の会の五会派共同提案による運転者への

健康起因事故対策に関する件について決議すべしとの動議が提出されております。 

 

 提出者より趣旨の説明を聴取いたします。津村啓介君。 

 

○津村委員 ただいま議題となりました運転者への健康起因事故対策に関する件につ

きまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 



 なお、お手元に配付してあります案文の朗読をもって趣旨の説明にかえることといた

します。 

 

    運転者への健康起因事故対策に関する件（案） 

 

  政府は、運転者の健康に起因する体調急変等による事故を未然に防止するため、道

路運送法及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律の施行に当たり、次の諸点に

ついて適切な措置を講じ、その運用に万全を期すべきである。 

 

 一 脳ドック、心臓ドックなど、広く健康起因事故対策に必要なスクリーニング検査    

について、医学的知見を踏まえた調査研究を実施し、疾病運転により安全な運転が 

できないおそれがある状態の明確化を図った上で、検査の結果に応じて事業者とし 

て取るべき対応を含んだガイドラインを作成すること。 

 

二 右ガイドライン作成後、当該ガイドラインの活用を促進することによって、事 

業者による自主的なスクリーニング検査の導入拡大に取り組むこと。 

 

三 これらの対応を行った後、スクリーニング検査の普及状況、事業者負担・事業者  

支援の見通し、業界を取り巻く社会情勢などを適切に見極めた上で、更に必要とな

る措置を検討すること。 

 

四 道路運送事業者が疾病運転の防止のための措置を講ずる際、障害者がタクシー運

転者等として広く従事している現状を踏まえ、これらの者の職業選択の幅を狭める

ことがないよう事業者への指導等に努めること。 

 

五 本法施行後三年を目途に、疾病運転の防止措置の実施状況を勘案し、必要がある

と認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずること。 

 

  右決議する。 

 

以上であります。 

 

 委員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げます。 

 

○西銘委員長 これにて趣旨の説明は終わりました。 

 



 採決いたします。 

 

 本動議に賛成の諸君の起立を求めます。 

 

    〔賛成者起立〕 

 

○西銘委員長 起立総員。よって、本件は本委員会の決議とするに決しました。 

 

 この際、ただいまの決議につきまして、国土交通大臣から発言を求められており

ますので、これを許します。国土交通大臣石井啓一君。 

 

○石井国務大臣 ただいまの御決議につきましては、その趣旨を十分に尊重し、努

力してまいる所存であります。 

 

○西銘委員長 お諮りいたします。 

 

 ただいまの決議についての議長に対する報告及び関係当局への参考送付の手続

につきましては、委員長に御一任願いたいと存じますが、御異議ありませんか。 

 

    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 

○西銘委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 


